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公募占用指針改訂案について
第31回洋上風力促進WG（2025年３月10日）資料1-1-1～
1-4-1で示した第１ラウンド公募の公募占用指針改訂案素案から抜粋。



パブリックコメントで提出された意見
主な意見項目 件数（暫定集計） 主な意見

FIT/FIP 109 （主な意見はP13～P15に記載）

価格調整スキーム 14

・価格調整スキームの具体的な算出方法を示していただきたい。

・ゼロプレミアムによる応札案件であっても，第1ラウンド事業者が価格調整スキームで享受できる効果

と同程度の収益向上に繋がるようにしていただきたい。

保証金 9

・新たなルールを第１ラウンドに遡及適用した場合、事業者選定時に公募占用計画に記載された

CODを満たさないときには保証金が没収されるのか。

・不可抗力事由の、「当事者のコントロールができず回避が可能ではない事象」にインフレや円安は該

当するのか。

・保証金額は、前提条件の異なる欧州の制度を参考とするのではなく、国ごとの開発投資に見合った

額とすべき。

計画変更 5

・公募占用計画の変更の認定を行った際は、変更の内容も含めその旨を公表すべき。

・公募占用計画の変更にあたり、第三者委員会による審査が必要となるかどうかについて明確化が必

要。

・着工時期の遅延による選定事業者へのペナルティについて、既に規定されている保証金の没収以外

に考えられていることはあるか。

供給価格 2

・次回のラウンドでは、上限価格の撤廃または十分な引き上げが必要である。

・ダンピング防止のために、国土交通省の入札において一般的に使用されている下限価格の設定が必

要。

港湾 1
・ 港湾制限やカボタージュ規制を緩和した特定経済区域（SEZ）の拡大が、効率的な建設や物流

の実現に必要。

その他 26

・日本の洋上風力は、政策的な位置付けだけでなく、実質的な財政的・制度的支援が必要である。

・評価の根拠となった振興策の履行状況を適切にモニタリングし、必要に応じて是正措置や状況公開

を行うことが必要である。

12

※パブリックコメントについては、①提出された意見の多寡ではなく、提出された意見の内容に着目するものとされており、②提出された意見の中には無記名
 のもの、事業者によるもの、個人によるものなど様々な形態のものが含まれる。このため、上記の意見の件数（暫定集計）はあくまでも目安である。



パブリックコメントで提出された意見（FIP制度への移行）
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① 公募の公平性に関するパブリックコメントでの御意見

 私は、「海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域 公募占用指針（改訂案）」に強く反対します。本改訂案は、三菱商事による秋田および千
葉の3海域への極端な低価格入札（FIT価格11.99円）に基づく事業リスクの顕在化を受けて、事後的にFIP制度への変更を可能とするものです。こ
れは明らかに後出しのルール変更であり、法的安定性と公平性を著しく損なうものです。入札段階でFITかFIPを選択できる制度設計と、落札後に条
件を変更する制度は全く性質が異なります。このような優遇措置は、失敗した事業戦略の責任を公共に転嫁するものであり、経済合理性に反し、特定企
業の救済であるとの疑念を招きます。また、制度変更の目的が明記されておらず、関係地域の列挙にとどめている点は、国民への説明責任の回避と受け
取られても仕方がありません。パブリックコメントの周知も不十分であり、誠実な行政手続きとは到底言えません。再エネ賦課金という国民負担の下で進めら
れている事業である以上、透明性と説明責任は不可欠です。事業継続のために税や賦課金を追加投入しなければ成立しない再エネ事業に、将来性は
見出せません。本改訂案は法治国家の根幹を揺るがすものであり、絶対に認めるべきではありません。

 FITを前提にした占用指針とFIPを前提にした占用指針は全く異なる公募を対象にしていると思います。既に事業者が選定された公募を対象にFIPへ
の転換を可能にすることは、今後も同様な事後的制度変更の可能性がある国の公募と見做され、国内外の事業者から忌避され、その結果として応
札者ゼロとなる事態を招きかねません。価格競争を含め事業性を評価する公募においては、FITを前提にして事業者選定を行った案件へのFIP転換は
認めるべきではないと思います。仮に洋上1st Round案件をFIP前提に切り替えるのであれば、再公募するのが公平であると考えます。

 五島沖、ラウンド１の３海域の公募は、FITを前提とした公募であり、商業運転期間（20年間）を応札時単価で国が買取ることを前提とした競争
入札と理解している。今回ウクライナ紛争による物価上昇と国民負担軽減を理由に制度変更をしようとしているが、紛争等による物価上昇や工事遅延リ
スクは事業リスクシナリオとして勘案されているべきであり、またラウンド１の２海域ついては、FIP３年間平均 14.94 円/kwh を下回る単価で応札されて
いる。国民負担軽減という点では逆向してはいないか。 今回の制度変更はラウンド１における公平性を損なうものであり、事業途中の制度変更は、実
現可能であった事業が不可能となる逆のケースも考えられ、洋上風力事業へ参入しようとする事業者にとって不安材料にもなることを懸念します。

 令和4年以降に実施された第2、第3ラウンドは、FIP制度を前提とした公募であったことから、資金・収支計画の評価において、オフテイカー情報や相対取
引契約内容等が重視されたものと認識しています。一方、今般指針を改正する第1ラウンド（長崎県五島市沖、秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖、
秋田県由利本荘市沖、千葉県銚子市沖）はFIT制度を前提とした事業であり、応札時におけるオフテイカー候補との協議等は限定的（場合によっ
ては皆無）であったものと想定されます。このような前提の違いがあるにもかかわらず、第1ラウンドで選定された各事業のオフテイカー情報や相対取
引契約内容等を評価することなく一律でFIP化を認めることは、現状の評価のあり方に逆行しているものと考えます。4/23の意見交換会において公平
性の観点でご説明をいただきましたが、第1ラウンドと第2・第3ラウンドでの資金・収支計画の評価の違いの観点から左記につき質問させていただくものです。

 事業者選定後の「公募の前提の変更」および応札時点における予見可能性が保障されているか（政府による公募の公平性・公正性・信頼性の観点
および第１ラウンドで選定されなかった事業者等の納得が得られるのかどうかという観点を含む。）について、どのように考えているか。

本資料では、主な意見を原文で抜粋しています。
パブリックコメントで提出された全意見は

参考資料１をご覧ください。
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② 公募の信頼性に関するパブリックコメントでの御意見

 長崎県五島市沖海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域の公募占用指針に関するパブリックコメント（結果の公示日：2020年6月24日、
意見番号：424）において、貴省は「本公募はFIT認定を受けて事業を実施することを前提にしており、途中からFIP制度へ移行することは想定して
おりません」と明確にご回答されておりました。しかしながら、今回FIP制度への移行を容認される方針は、過去の説明との整合性を欠くものであり、公募
手続における公平性を損なうおそれがあるとともに、公募制度全体に対する信頼性の低下につながることを強く懸念しております。つきましては、過去のパ
ブリックコメントにおいてFIP制度への移行を明確に否定されていたにもかかわらず、今回それを容認するに至った理由および、その判断が公募制度の公平性
から問題ないと考えられているのかについて、具体的かつ明確なご説明をお願いいたします。

 1.ラウンド1はFIT制度を前提とした公募であり、2020年6月に実施されたパブコメにおいても「本公募は FIT 認定を受けて事業を実施することを前提
にしており、途中から FIP 制度へ移行することは想定しておりません。」との資源エネルギー庁回答であったにもかかわらず、今回の公募占用指針の改
訂により、遡及的にFIP制度への移行を認めようとされています。FIT制度からFIP制度への移行は、実質的に事業者の提案の前提となる売電先及び
売電価格の変更を認める措置であり、公募条件の重大な変更と解釈します。知りうる限り、世界中の公募において、事業者の選定から2年以上が経過し
ているにもかかわらず、再公募を実施せずに、今回のFIP制度への遡及的な移行のような公募条件の重大な変更を認めたという事例はありませんが、資源
エネルギー庁としてそのような事例をご存じであればご提示下さい。
2.世界中の事業者が関心を持つ日本の洋上風力の公募において、資源エネルギー庁として、FIP制度への遡及的な移行は日本国内の特別な事例で
あって他国の事例は無関係であると解釈されるのであれば、日本の公募に対する世界からの信頼性が著しく毀損されますが、これに対して資源エネルギー
庁としてはどのようにお考えでしょうか。

 2025年3月10日の洋上風力促進小委員会合同会議（第31回）において、五島市沖のパブリックコメントへの回答趣旨は「自動的にFIPに移行するこ
とを想定していないという趣旨であった」との説明がなされているが、このパブリックコメントの回答、過去の経緯からこの趣旨を読み取ることは不可能であり、
その旨明確に説明しなかった理由を教えていただきたい。また、全ての電源においてFIT案件のFIP移行が認められていたという整理ならば、公募による事業
者選定済のR1案件への適用是非に関して2022年のFIP制度導入開始時に明確化をした方が良かったのではないかと考える。

 第1ラウンドの選定事業者決定（2021年12月24日）及びFIP制度開始（2022年4月）から３年以上が経過した今となって、「FIP制度への移行が
可能となること」を明確化する狙いと目的を明らかにして貰いたい。貴省は大幅な公募ルールの変更を2022年に行ない第２ラウンドの公募入札を行なって
いることを踏まえると、2022年の公募ルール変更のタイミングで「FIP制度の移行が可能となること」を示すべきだったと考える。

 第1ラウンドの選定事業者も「届出と占用計画の変更を行う事によりFIP制度への移行が可能となる」という公募占用指針の根幹の変更（評価点の５
０％を占める価格点の土台の変更）となる重要な公募ルールの事後変更を行うのであれば、公平性の観点につき相応の機関で十分に審議される必
要があり、改めて洋上風力合同会議等での公の議論を経ることや、業界団体や第1ラウンドに参加した事業者の意見を事前に聞くなど公の場で公正
なプロセスを経て行われるべきと考える。この事後的な制度変更を必要とする背景や理由を事前に説明をすべきであったと考えるが、今後合同会議等で
議論をする予定があるか具体的なスケジュールをご教示いただきたい。具体的なスケジュールが決まっていないようであればスケジュールのイメージをご教示頂
きたい。

パブリックコメントで提出された意見（FIP制度への移行）

本資料では、主な意見を原文で抜粋しています。
パブリックコメントで提出された全意見は

参考資料１をご覧ください。
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③ 他の事業者に与える影響及び配慮すべき事項に関するパブリックコメントでの御意見

 第1ラウンドの事業がFIPに移行した場合、第2・第3ラウンドの事業に多大な影響を与え、事業性を著しく毀損する可能性があるため，改訂の見送り
を求める。第１ラウンドについてFIP移行が認められた場合、それらの事業ではFIPプレミアムを得ることが可能となり、加えて価格調整スキームが適用となっ
た場合は、基準価格が引き上げられることから、ゼロプレミアムで応札した第2・第3ラウンドの事業よりも強い価格交渉力を得ることとなる。オフテイカー
の視点に立った場合、プレミアムを得られる事業者から再エネ電力を調達する方が、経済合理性が高いことは明らかであり、また第1ラウンドの3海域
合計で1.7GWもの容量があることから、洋上風力電源に興味を示すオフテイカーの需要を相当程度賄うことが可能となる。そのため第2・第3ラウンド
の事業のみならず、今後公募が開始となる第4ラウンドにおいてもPPA交渉の難航を招きかねない。今回の公募占用指針の改訂検討の過程において、第
1ラウンドの事業のFIP制度への移行による第2・第3ラウンド事業への影響について、洋上風力合同会議や調達価格等算定委員会といった関係する審議
会等において十分な議論が行われたとは言い難く、上述の懸念点をはじめとした多くの副作用を孕む拙速な改訂は問題があると考える。

 現在示されているFIT価格を、そのままFIP価格として適用する運用は、Round2およびRound3の落札事業者が受けた支援措置と比較して、著し
く不公平である。特定の一事業者に対して便宜を図るような運用は、国民負担の上に成り立つ再エネ制度の信頼を損なうものであり、断じて容認できない。
また、Round2以降に導入された「ゼロプレミアム（3円）」水準についても、Round1の高水準FIT価格が参照されたことは、洋上風力促進WGおよび調
達価格等算定委員会の議事録等から明らかである。仮にFIP転換を認めるにしても、入札価格を基準としたプレミアム金の交付は行わず、3円相当の
水準でのFIP適用とすべきである。そもそも今回の事案は、実現性の低い提案を見抜けなかった資源エネルギー庁の審査体制に問題があったと考えられる。
その経緯を明らかにし、国民に対して丁寧な説明を行うことは、行政の責任である。制度変更を通じて一部事業者に不透明な便宜が図られるような運用
が行われれば、日本のエネルギー市場全体の健全性が損なわれ、国家公務員に対する国民の信頼も大きく損なわれる。こうした変更は断じて認めるべきで
はない。

 第2・第3ラウンドの事業者（長崎県西海市沖を除く）はゼロプレミアムとなっており、プレミアムが無い条件下でオフテイカーとの交渉を行わざるを得
ず、第1ラウンド事業者と第2・第3ラウンド事業者の間に、当該プレミアム分の価格交渉力の差が生じることとなります。オフテイカーの視点に立った場
合、プレミアムを得られる事業者から買電する方が経済合理的であることは明らかであり、かつ第1ラウンドの３海域合計で1.7GWもの容量があり、洋上風
力電源に興味を示すオフテイカーの需要を相当程度賄えることから、オフテイク市場の競争激化により第2・第3ラウンド事業者の事業性は計画よりも悪化
することが予想されます。世界的なインフレの進行により事業費が高騰し、加えて、足元の不安定な世界経済が国内のオフテイク市場にネガティブなインパク
トを与える不安が増す中で、今回の改定は、オフテイク市場の環境を悪化させ、第2・第3ラウンドの事業完遂に更なる支障となるため、本改定を実施
する場合は、本改定による影響の緩和策もあわせて実施していただくよう希望致します。

 FIP転換を認めるのであれば、1st Roundの選定事業者が享受できるFIPプレミアムと同等のものを2ndおよび3rd Roundの選定事業者にも適
用すべきと思います。それをしなければ、国内マーケットにてPPA需要家を探す中、1st Roundの選定事業者だけが実質的にプレミアムを享受できることに
なり、既に2nd・3rd Roundでの選定事業者のCPPA交渉に影響を及ぼすこととなり、非常に不公平なマーケット環境になることを危惧します。事業者選
定済み案件のFIP転換を認めるのであれば、2nd Round以降の事業者にも同等のプレミアムを提供できる施策が必要と思いますが、どのようにお考えで
しょうか。

パブリックコメントで提出された意見（FIP制度への移行）

本資料では、主な意見を原文で抜粋しています。
パブリックコメントで提出された全意見は

参考資料１をご覧ください。



① 公募の公平性について

✓ 第１ラウンドの公募時点の事業者間の競争の公平性について

✓ 公募終了後に導入される政策措置の選定事業者に対する適用と、公募の公平性との関係について
（参考：公募終了後の選定事業者を含めて適用される政策措置の例 p.17参照）

✓ 特に、FIP制度（FIPへの移行）と洋上風力第１ラウンドにおける公募の公平性との関係について

② 公募の信頼性について

✓ 第１ラウンドの公募時点における公募参加者に示されていた条件・情報（p.18参照）を踏まえ、FIP制度の適用
（FIPへの移行可否）と公募の信頼性の確保との関係について

✓ 上記の関係性を踏まえた上で、FIP制度の適用（FIPへの移行可否）に係る選定事業者の権利保護・権利制
約の考え方について

③ 他の事業者に与える影響及び配慮すべき事項について

✓ FIP制度導入後、FIT事業者のFIP移行を可能とすることに伴って、他の事業者に与える影響及び配慮すべき
事項の考え方について（特に、FIT制度を前提に公募が実施された第１ラウンドの洋上風力事業について）

・ PPA契約のオフテイカーの獲得における競争条件の変化について

・ 異なる海域、異なるラウンド間の競争条件について

・ 政策的な更なる事業環境整備について

整理すべき論点案
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【電源共通の措置】
・ FIP制度の導入 ※既に太陽光・陸上風力でFIT入札選定事業のうち150件がFIP移行済。

・ 優先給電ルールの見直し（出力制御順変更）
・ FIP電源へのバランシングコスト交付の増額

  ・  FIT証書の全量トラッキング

【洋上風力発電に係る措置】
  ・ ゼロプレミアム案件の容量市場への参加
・ 風車変更の明確化
・  価格調整スキーム（保証金の増額を受け入れた場合に、今後のインフレ等を価格に反映）
 ※今般の公募占用指針の改正により措置

（参考）公募終了後の選定事業者を含めて適用される政策措置の例



（参考）第１ラウンドの公募時点における公募参加者に示されていた条件・情報（注）
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（２）「長崎県五島市沖海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域公募占用指針（案）」に関する意見募集の結果について（2020年６月24日）

ご意見の内容 ご意見に対する考え方

発電側基本料金およびFIP制度は占用計画に影響を与えうる電気事業制度改正ですが、具体的な制度
が決定されていないかと存じます。競争力のある提案とするために、事業の不確実性は可能な限り排除する
ことが望ましく、事業計画策定上の前提条件として、公募占用指針にその取扱い（導入されるのかされない
のか、いつから導入されるのか、その支出は幾らか等）を明確に記載すべきではないでしょうか。それらの不確
定要素を織り込んだ上での事業計画策定となる場合、それら不確定要素に対する保守的な手当てをせざ
るを得なくなり、入札価格低減ひいては国民負担の抑制という政策目標に合致しないのではないでしょうか。

ご指摘の発電側基本料金については、電力・ガス取引
監視等委員会で制度設計を進めているところです。
また、本公募はFIT認定を受けて事業を実施すること
を前提にしており、途中からFIP制度へ移行することは
想定しておりません。

（１）第１ラウンドの公募占用指針における記載ぶり（2020年11月27日）  

第２章（３） 2) 公募に基づく再エネ特措法第 3 条第 1 項に規定する調達価格の額の決定の方法（法第13条第2項第8号）

調達価格の額は、選定事業者が公募占用計画に記載した供給価格の額に消費税及び地方消費税の額に相当する額を加えて得た額とする。

（３）FIP制度に係る関係審議会における議論   

① 再エネ主力電源化制度改革小委員会 中間取りまとめ（2020年２月25日）

② 調達価格等算定委員会 「令和３年度以降の調達価格等に関する意見」（2021年１月27日）

既にFIT制度の認定を受けている案件についても、適切な条件の下でFIP制度に移行できる選択肢を検討していくべきである。

◼ FIP 新規認定事業が稼働するまでには一定の時間を要すること、FIT既認定事業は全体で 90GW以上あることをふまえると、FIT既認定事業の FIP 制度移行を促し
て、アグリゲーション・ビジネス活性化や再エネ市場統合を進めるという視点も重要。その動機付けとしては、合同会議で検討されてきたバランシングコスト等が考えられるが、
いずれにせよ、FIT認定事業者が希望するのであれば、FIP制度への移行認定を認める方向を基本とする。

※全ての事業者に対して、FIT制度を前提とした提案を求めていた。  

※ 今回のパブリックコメントの意見を踏まえて、公募時点に公募参加者に示されていた条件・情報について、事務局において確認できたものを整理したもの。
今後、議論に影響を及ぼし得る情報があれば、必要に応じて追加を行う。

◼ FIT制度の下で既認定しているものがFIP制度へ移行する場合については、FIP制度への移行は価格変更される事業計画の変更に該当せず、基準価格は調達価
格と同水準とし、また、交付期間は、調達期間の残存期間とする。



（参考）第１ラウンドの公募終了後の関係審議会での事務局発言
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（略）選定結果公表後、選定事業者の事業計画には基づかない、事実とは異なる情報等に基づくさまざまな報道がなされた。例えば非FIT売電ですとか、コーポレート
PPA等ですけれども、そういったものを活用した提案ではないのかという内容ですが、いずれも事実とは異なるものでございます。（略）

① 2022年３月12日 洋上風力促進WG（石井 風力政策室長）

② 2025年３月10日 洋上風力促進WG（古川 風力政策室長）

（略）こちらは公募占用指針の修正点として、もう１点をお伝えするFIP制度への移行に関してです。様式も6.3というものを追加しています。こちらは制度変更ではなくて、
あくまで運用の明確化になりますので、先ほどの参考資料２は載せておりません。
   FIP導入は2022年４月で、それ以前の公募占用指針はFITを前提としておりました。現在、洋上風力政策というよりも、再エネ全体の政策としてFIT認定された電
源のFIPへの移行、こちらを政府として促進をしているところでございます。FIPへの移行は2022年４月のFIP導入以降、制度上認められるものでしたが、今回の改訂
に合わせて明確化をするために修正を行う次第でございます。
   なお、2020年６月に実施をした五島市沖の公募占用指針のパブコメで、本公募は途中からFIP制度移行することは想定しておりませんといった回答をしてございました。
このパブコメも、実はFIP導入以前のものでして、回答の趣旨はあくまで公募によって選定される事業がFIP導入後に制度として自動的にFIPに移行することは想定して
いないと、そういう趣旨でございます。

FIP導入以降は、FIPへの移行を可能としており、現にほかの電源、太陽光ですとか、陸上風力ですとか、様々な電源についてFIPへの移行を認めておりますので、そ
の点、補足を申し上げたいというふうに思います。



⚫ 再エネ発電事業者に対して電力市場の需給状況に応じた電力供給を促すことで、常に固定価格での買取りとなる
FIT制度の弊害を克服し、再エネ電源の「電力市場への統合」を実現していくため、2022年４月にFIP制度を導入。

⚫ FIP制度における発電事業者への支援は、発電電力量（kWh）に応じ一定額のプレミアムを交付。プレミアムの
水準は、FIT制度とFIP制度で国民負担が同額になるよう設定。

⚫ FIP制度では、電気の買取保証が無くなることから、通常の発電事業と同様に、市場売電（価格は時間帯によって
変動）や相対取引を自ら行うことが必要となる。加えて、発電計画の策定義務等も発生。

⚫ 「将来的には全てのFIT電源のFIP移行が望ましいが、まずは、FIP比率25%を目指し」、FIPを推進している。
また、既に大規模太陽光・バイオマス・陸上風力等の新規入札はFIP入札で実施。

（参考）FIT制度からFIP制度への移行について

調達価格

市場価格 市場価格

朝 昼 夜 朝 昼 夜

FIP支援
（プレミアム）

FIT制度における発電事業者収入 FIP制度における発電事業者収入

調達価格 × 発電量
（売電価格 ＋ プレミアム）× 発電量

＋ 非化石価値取引の収入
供給シフト

（蓄電池等）
※ 30分ごとの「調達価格と市場価格の差分」

がFIT支援の額となる。

≒
※ FIP支援（プレミアム）の幅は、

月ごとに設定される。

電気の買取保証 ○ ×

発電計画の策定の免除 ○ ×

予測誤差発生時の費用負担免除 ○ ×

※電力の需要が高い時間帯への
 供給シフトの発生により、再エネの
 電力市場への統合が進み、
 公益性を高める効果がある。  
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第１R公募【FIT】
（2020/11/27-2021/5/27）

大規模洋上風力
（再エネ海域利用法）

⚫ 2022/4： FIP制度 施行（電源種を問わずFIP移行が可能に）

○再エネ主力化小委 中間取りまとめ（2020/2/25） 抜粋
（略）既にFIT制度の認定を受けている案件についても、適切な条件の下でFIP制度に移行できる選択肢を検討して
いくべきである。

○調達価格等算定委員会 令和３年度以降の調達価格等に関する意見（2021/1/27） 抜粋
◼ FIP 新規認定事業が稼働するまでには一定の時間を要すること、FIT既認定事業は全体で 90GW以上あることを

ふまえると、FIT既認定事業の FIP 制度移行を促して、アグリゲーション・ビジネス活性化や再エネ市場統合を進める
という視点も重要。その動機付けとしては、合同会議で検討されてきたバランシングコスト等が考えられるが、いずれに
せよ、FIT認定事業者が希望するのであれば、FIP制度への移行認定を認める方向を基本とする。

第２R公募【FIP】
迅速性評価見直し

保証金没収条件変更
（2022/12/28-2023/6/30）

第３R公募【FIP】
（2024/1/19-2024/7/19）

事業環境整備（既認定事業者にも適用される措置）

⚫ 2025/4： 価格調整スキーム 【洋上風力】
 ゼロプレミアム案件の容量市場への参加 【洋上風力】

優先給電ルールの見直し（出力制御順変更）

FIP電源へのバランシングコスト交付の増額（＋1.0円/kWh）

⚫ 2024/4： FIT証書の全量トラッキング

（FIT特定卸と組み合わせ、再エネ電気を特定した相対取引が可能に）

大規模太陽光・バイオマス
陸上風力

太陽光

①

～

⑪

～
２
０
２
０
年
度

２
０
２
１
年
度

２
０
２
２
年
度

２
０
２
３
年
度

２
０
２
４
年
度

２
０
２
５
年
度

バイオマス 陸上風力

【
Ｆ
Ｉ
Ｔ
入
札
】

①

①

～

④

⑫

～

㉗

【
Ｆ
Ｉ
Ｐ
入
札
】

⑤

～

⑧

③

～

⑤

②

* ただし、既認定のFIT事業者については、事業の予見性の確保の観点から、
 強制的にFIP制度へは移行されない。

※ 大規模太陽光・バイオマス・陸上風力のFIT入札での落札案件のうち、約150件は既にFIP移行している。

※ FIT制度を前提とした
提案を求めたもの。
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